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Ⅰ 教育研究組織の変遷 
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～この１０年間で２度にわたる大きな組織改編を経験～ 

 大阪府立大学 

 ・５学部６研究科 

 ・先端科学研究所 

 大阪女子大学 

 ・２学部２研究科 

 大阪府立看護大学 

 ・２学部１研究科 

直営（～H16） 

法
人
化
・ 

大
学
再
編
統
合 

公立大学法人（H1７～） ～法人制度を積極的に活用～ 

 

〔学部・研究科〕 

 ○７学部２８学科 
  ・工学部 

  ・生命環境科学部 

  ・理学部 

  ・経済学部 

  ・人間社会学部 

  ・看護学部 

  ・総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部 
  

 ○７研究科２１専攻・領域 

 

〔全学教育研究組織〕 
 ○総合教育研究機構(H17設置) 

 ○産学官連携機構  (     〃     ) 

  

 

  

大阪府立大学（H17～）   

〔学域・研究科〕 

  ○４学域１３学類 
   ・現代ｼｽﾃﾑ科学域 

   ・工学域 

   ・生命環境科学域 

   ・地域保健学域 

  

    ○７研究科２１専攻・領域 
 

 

〔全学教育研究組織〕 
  ○高等教育推進機構(H23改編) 

  ○地域連携研究機構(   〃  ) 

  ○21世紀科学研究機構(H21設置) 

  ○国際交流推進機構(H23設置) 

 

〔全学教員組織〕 
  ○学術研究院(H23設置) 

大阪府立大学（現在） 

大阪府立工業高等 
専門学校（～H2２） 

大阪府立大学工業高等 
専門学校（H23～） 

選
択
と
集
中 



（参考）現在の教育研究組織 
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【学域制導入の狙い】  
 ・より幅広い分野を学べる４学域１３学類体制への移行・理系の強化 
 ・文理を融合した「現代システム科学域」による「専門性と実践力」を有した人材の育成 
 ・従来の学部・学科の壁を越えて、教育・研究をより柔軟に展開 
 

【全学教育研究組織改革の狙い】 
 ・教育研究の質の向上、地域貢献の強化 

現
代
シ
ス 

テ
ム
科
学
域 

 知識情報ｼｽﾃﾑ学類 

 環境ｼｽﾃﾑ学類 

 マネジメント学類 

工
学
域 

 電気電子系学類 

 物質化学系学類 

 機械系学類 

生
命
環
境 

科
学
域 

 獣医学類 

 応用生命科学類 

 緑地環境科学類 

地
域
保
健 

学
域 

 看護学類 

 総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

 学類 

 教育福祉学類 

 自然科学類 

工
学
研
究
科 

 機械系専攻 

 航空宇宙海洋系専攻 

 電子・数物系専攻 

 電気・情報系専攻 

 物質・化学系専攻 

 応用生命科学専攻 生
命
環
境 

科
学
研
究
科 

 緑地環境科学専攻 

 獣医学専攻 

 情報数理科学専攻 

理
学
系 

研
究
科  分子科学専攻 

 生物科学専攻 

 物理科学専攻 

経
済
学 

研
究
科 

 経済学専攻 

 経営学専攻(博士前期のみ) 

 言語文化学専攻 人
間
社
会 

学
研
究
科 

 人間科学専攻 

 社会福祉学専攻 

 看護学専攻 
看
護
学 

研
究
科 

総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ 

ー
シ
ョ
ン
研
究
科 

【
学
域
】 

【
大
学
院
】 

【
全
学
教
育 

 

研
究
組
織
】 

 高等教育推進機構 

 地域連携研究機構 

 ２１世紀科学研究機構 

 国際交流推進機構 

 臨床支援系領域 

 生活機能・社会 

 参加支援系領域 

 栄養支援系領域 



Ⅱ 府大改革のポイント  ～法人制度を積極的に活用～ 
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（１）ガバナンスの強化を求めて     
    

     ①トップマネジメントの強化 

     ②外部の力を活用 ～垣根のない大学～ 

（2）教育・研究力の向上を求めて     
    

     ①選択と集中 

     ②社会のニーズ 

（３）公立大学として 
   地域貢献の充実を求めて     
    

     ①産学官連携 

     ②生涯学習 

（４）設立団体の財政事情の 
   中で工夫     
    

     ①府からの運営費交付金の減少 

     ②外部資金の増加 

   ③ｷｬﾝﾊﾟｽﾌﾟﾗﾝに基づく施設環境整備 



Ⅱ （１）ガバナンスの強化 6 

①トップマネジメントの強化   

 ○意思形成過程・意思決定のルール化 → 役員会、経営会議、教育研究会議等 

 ○部局長の人事                 →  理事長主導による決定に変更 

 ○教員の人事 
  ・人事委員会方式                → 教員人事を教授会から人事委員会による選考に変更                       

 ○予算の重点化・配分裁量化（教育研究費総額の約1/４） 
   ・重点戦略予算（350百万円）          → 全学的な課題への対応 

   ・学長裁量経費（125百万円）         → 全学的なﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、若手研究者の支援研究費への対応など 

   ・部局長裁量経費（279百万円）      → 特色ある研究、共同研究、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ型研究の推進など 

 ○外部資金獲得に係るｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ → 獲得資金の１％を報奨金として教員へ付与（上限100万円） 

②外部の力を活用 ～垣根のない大学～   

 ○外部人材の積極的登用 
  ・役員、経営会議、教育研究会議等への外部人材の登用やプロパー職員の社会人採用の実施 

 ○外部教員の活用 

 ・企業等実務家教員   → 非常勤講師、客員研究員への招へい 

 ・外国人招へい教員   → 海外から第一線の優秀な研究者を招へいし、英語等による講義、 

                           セミナー、研究討論会を開催 

 ○教員の交流促進 

 ・21世紀科学研究機構 → 学部・研究科の枠を超えた学際や分野横断型研究のため、ﾃｰﾏ毎の研究 

   （バーチャル）        所を設置（各研究所には、民間企業、他大学教員等外部人材を登用） 

 ・学術交流協定締結   → 外国の大学との学術交流（29の国と地域・102大学・5研究機関） 

 ○大学の情報開示   → 全国大学ｻｲﾄ・ﾕｰｻﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査 １位（平成２３年度）  
   



Ⅱ （２）教育・研究力の向上 
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①選択と集中   

 ○７学部体制から理系を中心とする４学域体制へ 

   ・複雑化、高度化、急激に変化する時代・社会のニーズに柔軟に対応できる教育研究体制を確立 

 ・「環境・エネルギー」、「情報」、「材料」、「生命」、「健康」に関連した先端科学・技術の分野を重点化                        

 ・「現代システム科学域」による専門性とマネジメント力・コミニュケーション能力を兼ね備えた人材の育成  

 ○全学教育研究組織の改革 

 ・高等教育推進機構（全学的な教育マネジメントと教育システムの開発） 

 ・地域連携研究機構（産学官連携、生涯教育の実施、地域のシンクタンク） 

 ・国際交流推進機構（教育研究の国際競争力の強化、全学的な国際交流の推進） 

 ・２１世紀科学研究機構（EV開発研究センター、植物工場研究センターなど） 

 ○学術研究院（4学群20学系・部門）→ 適材適所に教員を配置するため、教育組織とは別の教員組織を設置 
 
 

 
 

②社会のニーズ   

 ○高度研究型大学として、社会をリードできる人材の育成 

   ・教育の質の保証の取組     → GPA、CAP制、ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの導入、外国語授業の少人数化、 

                         数学の必修化、初年次ｾﾞﾐﾅｰﾙ 

 ・産学協同高度人材育成ｾﾝﾀｰ → 産業界で活躍できる人材を産学協同で育成するｼｽﾃﾑを構築 

 ・地域・産業牽引型高度人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ → 全国で唯一Sランク（最高ランク）評価 

○社会のニーズに応じた研究成果の還元 

   ・科学技術振興機構の研究成果最適展開支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ採択数 １位（平成２３年度） 

 ・地域貢献度ランキング                           ４位（平成２１年度） 

 ・包括連携協定（34機関等） → 産学連携に関し、金融機関、市町、大学、研究所等と協定を締結   



Ⅱ （３）公立大学として地域貢献の充実 
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①産学官連携  

  
  

②生涯学習   
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共同研究等の件数 
ﾍﾞﾝﾁｬｰ創出 

認定件数(累計) 
技術相談 

受託研究 

共同研究 

公立大学№１ 
（全国１０位） 
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Ⅱ （４）設立団体の財政事情の中で工夫 
①
運
営
費
交
付
金
等
の
推
移 

②
外
部
資
金
の
推
移 
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13,695  13,374  13,750  
12,704  

12,338  11,863  

10,763  10,811  
10,184  10,042  

8,000  

11,000  

14,000  

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

運営費交付金等（10年間の推移） 
単位：百万円 

法人化前 法人化後 

1,453  1,705  
1,543  

2,033  

2,791  
2,507  

2,917  

3,320  3,333  
3,564  

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

外部資金（10年間の推移） 
単位：百万円 法人化前 法人化後 

H16→H23 

2．３倍 

※法人化前の数値は、３大学の歳出予算に係る一般財源の合計額 
※H23年度の運営費交付金は、別途、高専分として1,139百万円 

H16→H2３ 

2７％減 

※別途、植物工場研究センター整備分１１億円獲得（H21） 

（見込み） 



③
施
設
環
境
整
備 

■キャンパスプラン（→施設環境整備） 
 中百舌鳥学舎の老朽化・狭隘化の解消に加え耐震化を計画的に推進 
 【H17～H28計画】 
  ※キャンパスプラン ：H17.3月作成（H18.7月一部改訂）、H23.3月 第２期中期計画版を作成 

■キャンパスプランに基づく整備内容 
 （新築） B3棟(教育棟)、りんくう獣医学舎、C17棟(先端ﾊﾞｲｵ棟)、A13棟(ｻｲｴﾝｽ棟)、特別高圧変電所 
 （改修） A5・6・11・14･15棟、B１・2・4・6・8・9・11棟、C2棟 
 その他、トイレ等の改修、学内通路の整備等 
■施設整備の枠組み 
 法人がPFI的手法（コスト削減、資金平準化）により施設整備 
 主たる財源は、府からの施設整備費補助金 
  （府の財源は、校地売却益、教職員人件費の削減などで捻出） 

※
参
考
 
教
職
員
数
の
推
移 
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Ⅱ （４）設立団体の財政事情の中で工夫 

※高専除く（H24 教員79人、職員12人） 



Ⅲ 課題 
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  ○24年改革の進展     
    

  ・大学院のあり方 

  ・学術研究院の実質化 

  ・学域の浸透 

 

  ○教員業績評価システム     
    

  ・評価基準の確立 

  ・処遇への反映 

  ○事務職員の質の向上     
    

  ・職員の早期プロパー化 

  ・職員の育成、ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ化 

  ○教員の研究時間の確保     
    

  ・教員支援の強化 
  ・教員と職員の適正な業務配分 
  ・会議、作業等に要する時間の縮減   

 


